
令和8年７月31日

自治税務局市町村税課

ふるさと納税に関する現況調査結果

（令和8年度実施）



ふるさと納税に関する現況調査結果（令和8年度実施）

１．令和7年度受入額の実績等

２．令和8年度課税における住民税控除額の実績等

○留意事項

１．「令和7年度受入額の実績等」について

ふるさと納税受入額等の実績は、全地方団体（都道府県及び市区町村）の令和7年度（令和7年４月１日～令和8年３月３１日）決算見込の状況である。

２．「令和8年度課税における住民税控除額の実績等」について

①住民税控除額等の実績は、全市区町村を対象に、前年中（令和7年1月1日～令和7年12月31日の間）のふるさと納税に係る令和8年度課税にお
ける控除の適用状況（令和8年６月１日時点）を調査したものである。

②控除適用者数は市町村民税における計数、住民税控除額は道府県民税と市町村民税の合計額である。

３．各表の合計値について
各表の数値については、表示単位未満で四捨五入しているため、合計と内訳の計が一致しないことがある。
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○ ふるさと納税の受入額及び受入件数（全国計）の推移は、下記のとおり。

○ 令和7年度の実績は、約1兆3,314億円、約5,963万件。
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（単位：億円）

※ 受入額及び受入件数については、地方団体が個人から受領した寄附金を計上している。

※ 平成23年東北地方太平洋沖地震に係る義援金等については、含まれないものもある。

※ 表中（ ）内の数値は、ふるさと納税ワンストップ特例制度の利用実績である。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R6年度 R7年度

受入額 81.4 77.0 102.2 121.6 104.1 145.6 388.5
1,652.9 2,844.1 3,653.2 5,127.1 4,875.4 6,724.9 8,302.4 9,654.1 11,175.0 12,727.5 13,314.3

(286.7) (501.2) (705.7) (1,140.7) (1,166.7) (1,808.5) （2,392.0) (2,961.4) (3,515.1) (3,867.1) (4,254.0)

受入件数 5.4 5.6 8.0 10.1 12.2 42.7 191.3
726.0 1,271.1 1,730.2 2,322.4 2,333.6 3,488.8 4,447.3 5,184.3 5,894.6 5,878.7 5,963.0

(147.7) (256.7) (376.1) (581.0) (594.0) (1,006.5) （1,401.1) (1,738.7) (2,048.2) (2,080.1) (2,201.2)

（単位：億円、万件）

（単位：万件）

ふるさと納税の受入額及び受入件数の推移（全国計）
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都道府県名
令和7年度 令和6年度

受入額 受入件数 受入額 受入件数

北 海 道 188,765 9,164,798 179,957 9,632,234 

青 森 県 9,700 555,287 8,837 547,700 

岩 手 県 23,557 1,328,135 24,284 1,330,249 

宮 城 県 37,676 1,916,846 32,648 1,700,844 

秋 田 県 18,491 547,587 13,594 498,678 

山 形 県 41,578 1,703,261 44,940 2,111,827 

福 島 県 10,258 349,712 10,328 374,319 

茨 城 県 44,995 2,150,075 39,129 1,971,389 

栃 木 県 18,597 895,758 17,689 894,048 

群 馬 県 15,015 555,822 13,152 534,167 

埼 玉 県 14,363 514,455 12,354 440,680 

千 葉 県 29,606 1,422,837 22,198 1,013,335 

東 京 都 16,203 239,344 14,614 154,321 

神 奈 川 県 25,993 653,370 21,995 548,465 

新 潟 県 44,011 1,224,383 44,313 1,477,329 

富 山 県 4,536 126,874 4,637 141,251 

石 川 県 10,106 328,979 14,068 543,489 

福 井 県 19,723 863,037 18,842 878,447 

山 梨 県 51,409 2,196,237 45,880 2,007,833 

長 野 県 28,734 1,299,721 30,776 1,511,004 

岐 阜 県 27,098 1,195,796 25,802 1,126,268 

静 岡 県 58,433 3,169,271 53,367 2,937,904 

愛 知 県 39,785 1,250,214 34,612 1,077,849 

三 重 県 15,413 574,028 13,455 455,030 

滋 賀 県 19,907 563,682 17,493 519,334 

（単位：百万円、件）

都道府県名
令和7年度 令和6年度

受入額 受入件数 受入額 受入件数

京 都 府 25,752 784,913 22,800 654,356 

大 阪 府 47,271 2,002,406 39,643 1,702,586 

兵 庫 県 35,395 1,403,231 58,247 1,331,429 

奈 良 県 4,773 193,596 4,391 188,011 

和 歌 山 県 23,392 1,508,332 22,959 1,547,258 

鳥 取 県 6,749 318,489 7,533 368,579 

島 根 県 6,546 195,697 6,836 236,472 

岡 山 県 12,729 543,674 12,763 590,523 

広 島 県 6,804 265,014 7,071 248,655 

山 口 県 5,910 275,683 5,235 255,427 

徳 島 県 4,435 230,859 4,331 217,524 

香 川 県 9,420 454,989 9,858 487,219 

愛 媛 県 20,494 1,274,150 17,257 1,088,735 

高 知 県 16,119 1,073,593 16,445 1,090,233 

福 岡 県 60,210 3,428,050 56,003 3,379,767 

佐 賀 県 36,437 1,834,466 36,326 1,971,282 

長 崎 県 17,295 698,131 17,547 767,485 

熊 本 県 40,724 1,900,556 38,819 2,050,984 

大 分 県 12,818 546,718 11,820 499,328 

宮 崎 県 62,467 3,103,043 58,283 2,956,129 

鹿 児 島 県 43,986 2,319,586 43,050 2,266,906 

沖 縄 県 17,750 485,342 16,574 460,371 

合 計 1,331,428 59,630,027 1,272,752 58,787,253 

ふるさと納税の受入額及び受入件数（都道府県別） ※都道府県分と市区町村分の合計
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ふるさと納税を募集する際の使途の選択

※ 「クラウドファンディング型」のふるさと納税とは、目標金額、募集期間等を定め、特定の事業にふるさと納税を募るもの。

（％は全指定団体に占める割合を示す。）
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○ ふるさと納税を募集する際の使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）の選択

・選択できる 1,749団体（98.2％）  1,750団体

・選択できない 32団体（ 1.8％）    36団体

○ 上記で「選択できる」と回答した団体における選択できる範囲

・分野を選択できる 1,684団体（94.6％）  1,685団体

・具体的な事業を選択できる   586団体（32.9％） 555団体

うちクラウドファンディング型※の実施  516団体（29.0％）   451団体

プロジェクト総数 1,547事業           1,228事業

寄附金受入総額 33,324百万円 22,708百万円

＜R７年度＞ ＜R６年度＞

＜R７年度＞ ＜R６年度＞



令和7年度受入実績

1兆3,314億円

送付・広報・決済
1,045億円

(7.9%)

自治体財源
6,932億円
(52.1%)

事務費等
1,809億円
(13.6%)

ふるさと納税の募集に要した費用（全団体合計額）

返礼品
3,528億円
(26.5%)

上限３割(地方税法で規定)

上限５割(総務省告示で規定)

区 分

令和7年度 令和6年度

①－②
金 額

受入額に
占める
割合
（①）

金 額

受入額に
占める
割合
（②）

返礼品の調達に
係る費用

3,528   26.5％ 3,208   25.2％ 1.3

返礼品の送付に
係る費用

756 5.7％ 733 5.8％ ▲0.1

広報に係る費用 93 0.7％ 66 0.5％ 0.2

決済に係る費用 196 1.5％ 218 1.7％ ▲0.2

事務に係る
費用等

1,809 13.6％ 1,676 13.2％ 0.4

合計 6,382 47.9％ 5,901 46.4％ 1.5

（単位:億円、ポイント）
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ふるさと納税のポータルサイト運営事業者への支払額等

令和7年度
受入額

うち、ポータルサイトを
経由した受入額（A）

１兆3,314億円 1兆2,94７億円

寄附金受入額

※ 「ポータルサイト運営事業者」とは、返礼品等に係る情報を掲載するポータルサイトを運営する事業者をいう。
※ ポータルサイト運営事業者への支払額のうち、「調達」についてはポータルサイト運営事業者を介して返礼品提供事業者に対して支払われる調達

費に、「送付」についてはポータルサイト運営事業者を介して運送事業者に対して支払われる送料に相当。
※ 上記以外の区分については以下のとおり。

広報：インターネット広告の掲載に係る費用、決済：インターネット上のクレジットカード決済の手数料等、
事務費等：返礼品等に係る情報をポータルサイトに掲載するための運営事業者に対する委託料等

支払総額
（B）

支払目的別の内訳

調達 送付 広報 決済 事務費等

2,43３億円 755億円 18９億円 76億円 167億円 1,24６億円

97．2％がポータルサイトを経由した受け入れ

ポータルサイト運営事業者への支払額

●受入額に対する支払総額の割合（Ｂ/Ａ）＝18．８％

●受入額に対する調達・送付に要する費用を除いた支払額の割合（Ｃ/Ａ）＝１１.５％

1,490億円（C）

6

（参考）令和６年度：94.5％（＋2.7ポイント）

（参考）令和６年度：11.5％

（参考）令和６年度：１，３７９億円（＋１１１億円）



ふるさと納税に関する現況調査結果（令和8年度実施）

１．令和7年度受入額の実績等

２．令和8年度課税における住民税控除額の実績等
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※ 各年度の計数は、前年中（例えば、令和8年度については、令和7年1月1日～令和7年12月31日の間）のふるさと納税に係るその翌年度の控除の適用状況である。

※ 表中（ ）内の数値は、ふるさと納税ワンストップ特例制度の適用実績である。

※ 令和7年度までの計数は、各年度の「市町村税課税状況等の調」をもとに、令和8年度の計数は、現況調査の結果をもとに算出している。
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ふるさと納税に係る住民税控除額及び控除適用者数の推移（全国計）
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課税年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R7年度 R8年度

住民税
控除額

18.9 18.1 20.4 210.2 45.3 60.6 184.2 
1,001.9 1,783.2 2,456.6 3,282.0 3,479.3 4,432.9 5,716.8 6,804.9 7,689.0 8,740.8 9,524.4 

(229.6) (448.1) (649.4) (964.0) (1,086.1) (1,535.0) (2,056.6) (2,563.1) (2,993.1) (3,390.2) (3,768.1)

控除適用
者数

3.3 3.3 3.3 74.2 10.6 13.4 43.6 
129.9 227.1 296.5 396.3 413.6 564.3 746.3 893.0 1,001.4 1,081.4 1,151.4 

(41.9) (77.2) (110.1) (161.5) (177.3) (269.8) (375.5) (465.0) (536.3) (569.9) (614.2)

○ ふるさと納税に係る住民税控除額及び控除適用者数（全国計）の推移は、下記のとおり。

○ 令和8年度課税における控除額の実績は約９，５２4億円、控除適用者数は約１，１５１万人。

（単位：万人）



（単位：百万円、人）

都道府県名
令和8年度課税

住民税控除額 控除適用者数

京都府 19,007 239,695

大阪府 74,908 945,281

兵庫県 44,621 556,810

奈良県 9,177 118,915

和歌山県 4,327 63,219

鳥取県 1,828 30,403

島根県 2,045 33,428

岡山県 9,675 141,724

広島県 15,983 218,170

山口県 5,602 83,526

徳島県 3,004 44,466

香川県 4,803 70,820

愛媛県 5,262 76,271

高知県 2,284 35,571

福岡県 31,686 426,902

佐賀県 3,079 50,765

長崎県 4,572 69,365

熊本県 6,603 97,706

大分県 4,135 61,442

宮崎県 3,566 56,043

鹿児島県 5,407 83,293

沖縄県 4,921 73,726

合計 952,442 11,514,115

都道府県名
令和8年度課税

住民税控除額 控除適用者数

北海道 25,378 368,848

青森県 3,273 52,720

岩手県 3,209 51,344

宮城県 11,640 161,952

秋田県 2,463 39,878

山形県 3,280 52,668

福島県 5,673 85,678

茨城県 14,837 201,272

栃木県 9,577 127,480

群馬県 9,267 127,744

埼玉県 55,932 726,540

千葉県 52,829 648,123

東京都 235,057 2,115,010

神奈川県 98,542 1,106,766

新潟県 7,962 121,096

富山県 4,595 71,787

石川県 5,906 88,159

福井県 3,491 55,866

山梨県 4,178 56,442

長野県 8,705 124,739

岐阜県 11,259 161,650

静岡県 20,727 284,044

愛知県 67,916 820,410

三重県 10,480 147,181

滋賀県 9,769 139,177

ふるさと納税に係る住民税控除の適用状況 ※都道府県分と市区町村分の合計
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（参考資料）
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（単位：百万円、件）

団体名 寄附受入額 寄附件数

1 大阪府 泉佐野市 23,039 1,351,688 

2 北海道 白糠町 22,329 1,276,246 

3 宮崎県 都城市 21,646 1,058,404 

4 北海道 別海町 21,155 1,337,531 

5 愛知県 名古屋市 17,446 351,726 

6 宮崎県 宮崎市 14,312 723,801 

7 宮城県 気仙沼市 13,476 868,166 

8 京都府 京都市 13,258 339,533 

9 北海道 紋別市 12,473 593,559 

10 北海道 根室市 12,263 552,650 

11 静岡県 焼津市 11,423 768,869 

12 山梨県 甲府市 10,199 181,189 

13 山梨県 富士吉田市 10,101 585,386 

14 静岡県 富士市 10,100 679,670 

15 福井県 敦賀市 8,377 438,175 

16 山梨県 山梨市 7,257 461,657 

17 茨城県 守谷市 7,093 305,479 

18 千葉県 銚子市 7,005 551,813 

19 岩手県 花巻市 6,982 447,056 

20 新潟県 南魚沼市 6,900 126,453 

（単位：百万円、人）

○ R7年度におけるふるさと納税受入額 上位２０団体 ○ R8年度課税における住民税控除額 上位20団体

ふるさと納税受入額及び住民税控除額の上位20団体（市区町村別）

11
※ 「R7年度におけるふるさと納税受入額」は、R7年度（R7.4月～R8.3月）の受入実績。「R8年度課税における住民税控除額」は、R7年中（R7.1月～R7.12月）の

ふるさと納税に係る住民税控除の適用実績。

団体名 住民税控除額 控除適用者数

1 神奈川県 横浜市 37,330 496,275

2 愛知県 名古屋市 21,532 290,956

3 大阪府 大阪市 20,703 317,926

4 神奈川県 川崎市 17,032 236,329

5 東京都 世田谷区 13,442 162,769

6 埼玉県 さいたま市 12,621 179,132

7 福岡県 福岡市 12,055 182,239

8 兵庫県 神戸市 11,064 165,462

9 北海道 札幌市 10,968 189,596

10 京都府 京都市 9,791 143,289

11 東京都 港区 9,492 59,486

12 千葉県 千葉市 7,470 108,965

13 東京都 大田区 7,133 122,030

14 広島県 広島市 7,048 113,976

15 東京都 江東区 6,686 100,444

16 宮城県 仙台市 6,577 104,617

17 東京都 杉並区 6,510 98,857

18 東京都 品川区 6,455 87,330

19 東京都 練馬区 6,183 111,487

20 東京都 渋谷区 5,961 46,759
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○ 使途として選択可能な分野ごとの受入額、受入件数及び団体数

令和7年度 令和6年度

選択可能分野 受入額 受入件数 該当団体 受入額 受入件数 該当団体

子ども・子育て 194,830 8,713,792 982団体 179,578 8,555,681 970団体

教育・人づくり 88,147 4,040,683 1,001団体 83,623 4,723,753 999団体

地域・産業振興 99,514 4,928,937 1,141団体 83,827 4,237,912 1,127団体

まちづくり・市民活動 58,775 2,587,793 866団体 58,264 2,843,159 869団体

環境・衛生 65,020 2,954,416 1,036団体 60,214 2,868,587 1,032団体

健康・医療・福祉 61,597 2,825,236 1,192団体 57,824 2,699,374 1,187団体

観光・交流・定住促進 33,786 1,344,251 716団体 34,250 1,426,070 720団体

スポーツ・文化振興 31,281 1,298,933 787団体 27,820 1,170,247 784団体

安心・安全・防災 30,092 1,355,522 690団体 25,033 1,207,961 651団体

災害支援・復興 7,734 389,999 242団体 9,233 538,752 296団体

ふるさと納税に係る公表等及び使途の選択

※ その他、上記の複数分野に跨がるものや、寄附先団体に一任するもの等がある。

（単位：百万円、件）

公表の状況 団体数 昨年度の状況

受入額実績・活用状況（事業内容等）の両方を公表している 1,521団体（85.4％） 1,494団体

受入額実績のみ公表している 201団体（11.3％） 228団体

活用状況（事業内容等）のみ公表している 20団体（ 1.1％） 19団体

受入額実績・活用状況（事業内容等）のいずれも公表していない 39団体（ 2.2％） 45団体

○ ふるさと納税の受入額実績や活用状況の公表等

寄附者への報告等の状況 団体数 昨年度の状況

寄附者に対して、寄附金を充当する事業の進捗状況・成果について報告している 923団体（51.8％） 894団体

寄附者と継続的なつながりを持つための取組を行っている 882団体（49.5％） 842団体

（％は全指定団体に占める割合を示す。）



クラウドファンディング型ふるさと納税の主な事例（令和７年度実績）

秋田県では、令和7年の秋にツキノワグマが大量出没し、人身被
害も県内全域に及ぶなど、安全安心な県民生活が脅かされる状況
となった。
この危機の収束に向けた対策を推進するため寄附を募り、頂いた

寄附は、放任果樹の除去や緩衝帯の整備、通学路の見回り、クマの
市街地出没時の麻酔対応などに活用した。
こうした対策の強化により、クマの出没抑制や児童の安全確保、

市街地出没事案の安全な収束を図っている。

○「人とクマの健全な共存」を秋田から
 ～県民の安全安心を確保する対策を強化～ （秋田県）

受入額 1,24３万円
達成率 124％
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受入額 1,737万円
達成率 116％

○未活用の廃校をリニューアルし、地域の賑わい創出へ
（広島県 北広島町）

未活用の廃校を再生し、地域の賑わいとコミュニティ活性化を目
指す取組として、ふるさと納税を活用している。これまで、コンサル
タントとの協議を経て店舗化工事を進め、地元食材を活かしたパン
屋を開業した。
令和7年度は、出店等のイベントを計12回実施したほか、カフェ

の開業、カルチャー事業向けの環境整備、サテライトオフィス事業に
係る現地視察会を実施し、企業誘致や広報を推進した。
さらに、広島工業大学と連携した教室のリノベーションや、玄関ス

ロープの新設、エアコン設置などの環境改善を行った。令和7年度
の総来客数は5,000人を超え、町内外から多くの人が訪れる目的
地となっている。

※ 返礼品なし ※ 返礼品あり



関係人口創出のための取組を行う団体（令和7年度実績）

○ふるさと納税を活用した保育園留学
（新潟県 南魚沼市）

1～2週間家族で地域に滞在しつつ地域の保育園に通うプログラ
ムを提供。
滞在期間中は、家族で地域の日常に触れながら生活することが

でき、子どもたちにとって、雪遊びや自然体験といった普段はでき
ない体験を得ることや、滞在先のシェアハウスや貸し家等で２週間
生活をするため、単に観光で訪れるだけでは知ることのできない、
地域の魅力や地域の人々のリアルな暮らしを知ることができる。
保育園留学で南魚沼市を訪れている方も多く、南魚沼市への「ふ

るさと納税」と「再訪するリピーター」という様々な側面から関係人
口として南魚沼市と関わりを持つことができる。

○島と繋がり応援できる海士町オフィシャルアンバサダー                                                              
                                                   （島根県 海士町）
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人口減少が進む中でも地域の暮らしや産業、文化を持続・発展さ
せるため、地域外に暮らしながら継続的に関わる「関係人口」を地
域づくりの担い手とする「関係人口経営」を推進している。その中
核となる「海士町オフィシャルアンバサダー制度」は、ふるさと納税
をきっかけに継続的な関係を築く仕組みであり、令和5年11月の
開始以降、令和8年6月末時点で約500人が参加している。
アンバサダーは、オンライン交流会や来島企画、地域イベントへの

参加などを通じて地域と継続的に関わっている。また、地区アンバ
サダー制度では、住民とともに田植えや稲刈りなどを行う取組が
始まるなど、関係人口が地域の担い手として活動する事例も生ま
れている。

受入額 160万円 受入額 69７万円

※ 体験型返礼品 ※ 体験型返礼品



【令和８年度税制改正】寄附金活用可能額の設定及び使途の公表

令和7年度受入実績
1兆3,314億円

送付・広報・決済
1,045億円

(7.9%)

地方団体財源
6,932億円
(52.1%)

事務費等
1,809億円
(13.6%)

返礼品
3,528億円
(26.5%)

返礼品

上限３割

（変更なし）

寄附金
活用可能額
の割合

60％以上

令和８年指定から
段階的に適用

＜寄附金活用可能額（現状）＞

○ 寄附金活用可能額（寄附金のうち地方団体が活用できる財源）の割合を60％以上と設定
するとともに、使途を公表。

※ 令和８年指定から段階的に適用する。
（R8：52.5％、R9：55％、R10：57.5％、R11：60％）

＜段階的適用イメージ＞

57.5％＜寄附金活用可能額＞

R8
指定

R９
指定

R10
指定

R11
指定以降

60.0%

55.0％

52.5％

50.0％

寄附金活用
可能額の割合

R７
指定

告示 法律

＜募集費用＞
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